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第三者割当による新株式発行並びに 

主要株主、主要株主である筆頭株主及び親会社の異動に関するお知らせ 

 

2018 年 10 月 16 日付「第三者割当増資に係るスポンサー支援に関する契約の締結及び第

三者割当増資による新株式発行に係る発行登録に関するお知らせ」にて公表しましたとお

り、当社は、同日、ダイヤモンド電機株式会社（以下「ダイヤモンド電機」又は「割当予定

先」といいます。）と当社普通株式の第三者割当（以下「本第三者割当増資」といいます。）

を内容とするスポンサー支援に関する契約（以下「スポンサー契約」といいます。）を締結

しておりましたが、本日、当社及び割当予定先は、未定となっておりました本第三者割当増

資の発行数及び 1 株当たりの払込金額等の詳細について合意し、当社取締役会において本

第三者割当増資の実施について決議いたしましたので、お知らせいたします。また、本第三

者割当増資に伴い、主要株主、主要株主である筆頭株主及び親会社に異動が生じる見込みで

すので、併せてお知らせいたします。 

 

I. 第三者割当による新株式の発行 

1. 募集の概要 

 

（1） 払込期間 下記の 2018年 12月 18日開催予定の臨時株主総会の翌

日から 2019 年 1 月 25 日 

（2） 発行新株式数 63,829,787 株 

（3） 発行価額 1 株につき 47 円 

（4） 調達資金の額 2,999,999,989 円 

（5） 募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、全株式を割当予定先に割り

当てる。 

（6） その他 本第三者割当増資は、2018 年 11 月 19 日付で当社取締

役会において決議しておりますが、2018 年 12 月 7 日

開催予定の産業競争力強化法に基づく特定認証紛争解

決手続（以下「事業再生 ADR 手続」といいます。）の第

3回債権者会議において、当社が策定する事業再生計画

案（以下「本事業再生計画案」といいます。）が事業再

生 ADR 手続の全対象債権者（以下「本対象債権者」と



いいます。）の合意により成立すること、及び、2018 年

12 月 18 日開催予定の臨時株主総会（以下「本臨時株主

総会」といいます。）にて本第三者割当増資に係る議案

について承認（特別決議）が得られることを条件として

おります。なお、本臨時株主総会による決議は、会社法

第 206 条の 2 第 4 項の定める株主総会決議による承認

を兼ねるものであります。また、本第三者割当増資に必

要となる全ての許認可等が取得されること（私的独占

の禁止及び公正取引の確保に関する法律（以下「独占禁

止法」といいます。）及び国外の競争法に基づく手続の

完了を含む。）を条件としております。 

 

2. 募集の目的及び理由 

（1） 本件第三者割当に至る経緯 

当社グループの業績は、前連結会計年度（2018 年 3 月期）において連結営業損失 4,361

百万円、連結経常損失 4,432 百万円、親会社株主に帰属する当期純損失 8,830 百万円、

連結貸借対照表の純資産の部は 1,277 百万円を計上し、当第 2 四半期連結累計期間にお

いても、連結営業損失 1,023 百万円、連結経常損失 781 百万円、親会社株主に帰属する

四半期純損失 3,644 百万円となり、連結純資産の部は 2,546 百万円の債務超過となりま

した。また、同期間の単体の損益の状況は、営業損失 1,023 百万円、経常損失 626 百万

円、当期純損失 2,905 百万円を計上し、純資産の部は 3,801 百万円の債務超過（前事業

年度末は 822 百万円の債務超過）となっております。 

この結果、金融機関と締結している一部の借入契約（2018 年 9 月 30 日現在借入残高

3,117 百万円）について、同契約の財務制限条項に抵触し、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。 

このような状況の中、事業構造を抜本的に見直し、事業再生に向けた収益体質の強化

と財務体質の改善を早急に図るべく、当社並びに子会社である田淵電子工業株式会社及

びテクノ電気工業株式会社は、2018 年 6 月 25 日付「事業再生 ADR 手続の正式申込及び受

理に関するお知らせ」にて公表しておりますとおり、同日、事業再生 ADR 手続の取扱事

業者である事業再生実務家協会に対し、事業再生 ADR 手続利用についての正式な申込を

行い、同日受理されると共に全お取引金融機関に対して「一時停止の通知書」を送付しま

した。 

その後、7月 4日には、事業再生 ADR 手続の対象債権者となる全お取引金融機関の出席

の下、同手続に基づく事業再生計画案の概要説明のための債権者会議（第 1 回債権者会

議）を開催し、全お取引金融機関から「一時停止の通知書」について同意（追認）を得る

と共に一時停止の期間を事業再生計画案の決議のための債権者会議の終了時（会議が延

期・続行された場合には、延期・続行された期日を含みます。）まで延長することにつき

ご了承を頂きました。さらに、主要取引金融機関からの資金調達（DIP ファイナンス）に

ついて、当該借入を行うこと、当該借入に係る債権について優先弁済権を付与すること

等についても全お取引金融機関からご了承を頂いております。 

加えて、2018 年 8 月 6 日に第 2 回債権者会議を、9 月 7 日に同会議の続会を開催し、

現時点での事業再生計画案の策定には、今暫くの時間を要する見込みである等の状況報

告を行うと共に事業再生計画案の協議を継続して参りました。 

そのような中、事業再生計画案の策定にあたって、当社の信用補完及び財務基盤の強

化を図り、当社事業を再生するにはスポンサーの支援を受けることが必要不可欠である

と考え、当社グループ全体の事業とシナジーが見込める事業会社 30 社程度及びファンド

10 社程度に対してスポンサー支援を打診しました。かかるスポンサー探索の結果、一次

的な意向表明に至った会社は、僅かに数社でした。そのうち、デューディリジェンスに進



んだのは、事業会社 2 社のみであり、スポンサー支援に係る最終的な意向表明を示した

のは、ダイヤモンド電機のみとなりました。そして、9 月 25 日に、ダイヤモンド電機と

スポンサー支援に関する合意書を締結し、スポンサー支援に係る具体的な条件面につい

て、本格的な交渉を開始しました。その中で、ダイヤモンド電機からは、当社グループ全

体としての事業価値を超える金融債務の放棄のほか、スポンサー支援の前提として、本

第三者割当増資については、当社の議決権の過半数を取得すること、及び、当社の経営状

況及び財務状況を踏まえた相当な発行価格によることを求められました。上記のとおり

当社の事業再生にはスポンサーによる支援が不可欠である状況を前提としつつも、事業

再生 ADR 手続における公平性及び公正性を確保し、かつ当社の全てのステークホルダー

にとって最善の事業再生計画とすることを目指し、ダイヤモンド電機の提案について同

社及び関係当事者との協議を重ねました。 

以上の交渉を経て、当社は、10 月 16 日にダイヤモンド電機と本第三者割当増資を内容

とするスポンサー支援に関する契約を締結し、同日開催した当社取締役会において割当

予定先及び発行予定額を決議しました。その際、本第三者割当増資の発行数及び 1 株当

たりの払込金額等の詳細は、別途、当社及び割当予定先で合意の上、当社取締役会におい

て決議することとしておりました。 

その後、当社と同時に事業再生 ADR 手続利用を申し込み、事業再生実務家協会に受理

されていた当社の完全子会社であるテクノ電気工業株式会社（以下「TCN」といいます。）

については、2018 年 11 月 6 日付「連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」に

て公表のとおり、ダイヤモンド電機による本第三者割当増資の実行前に TCN を当社連結

グループから除外すべく当社が保有する TCN の全株式を TCN の代表取締役である米倉陸

夫氏に譲渡することを決議し、米倉氏と株式譲渡契約を締結いたしました。これを受け

て、TCN は、2018 年 11 月 6 日付で同社の全ての対象債権者との合意により事業再生 ADR

手続を終了させることといたしました。 

さらに、当社は、ダイヤモンド電機と事業再生計画案についても継続協議を行ってま

いりましたが、2018 年 11 月 7 日付「「事業再生計画案」策定、事業再生 ADR 手続に基づ

く債権者会議（第 2 回債権者会議（続会））の開催並びに今後の予定に関するお知らせ」

にて公表しておりますとおり、同日、事業再生計画案に関して同社との合意に至り、同日

開催の事業再生計画案の協議のための債権者会議（第 2 回債権者会議）続会におきまし

て、対象債権者に対して本事業再生計画案の具体的な内容について説明いたしました。

本事業再生計画案につきましては、今後対象債権者にご検討いただき、2018 年 12 月 7 日

開催予定の本事業再生計画案の決議のための債権者会議（第 3 回債権者会議）続会にお

いて、対象債権者の合意による成立を目指してまいります。 

そして、2018 年 11 月 19 日、当社及びダイヤモンド電機は、未定となっておりました

本第三者割当増資の発行数及び 1 株当たりの払込金額等の詳細について合意し、当社取

締役会において本第三者割当増資の実施について決議いたしました。なお、本第三者割

当増資については、2018 年 12 月 7 日開催予定の事業再生 ADR 手続第 3 回債権者会議に

おいて、本事業再生計画案が本対象債権者の合意により成立すること、及び、2018 年 12

月 18 日に開催予定の本臨時株主総会にて本第三者割当増資に係る議案について承認（特

別決議）が得られることを条件とする予定です。なお、本臨時株主総会による決議は、会

社法第 206 条の 2第 4項の定める株主総会決議による承認を兼ねるものであります。 

上記のとおり、当社は非常に厳しい経営状況及び財務状況にあるため、財務内容の改

善を図ることが急務となっておりますが、このような当社の状況に鑑み、銀行借入や社

債の発行は選択肢となり得ず、資本増強を伴う資金調達を行うことといたしました。ま

た、通常の公募及び株主割当等と比較し、迅速かつ確実性が高い第三者割当増資の方法

によることが当社にとって最適な資金調達方法であると判断しております。 

スポンサー引受先の選定にあたっては、上記のとおり、複数の候補企業への打診及び

交渉を行って参りましたが、ダイヤモンド電機は自動車機器、電子機器の製造・販売を主



な事業内容としており、同社の技術基盤は、当社と同じくエレクトロマグネティクス技

術やパワーエレクトロニクス技術を踏まえたものであり、その製品群については、当社

とコイル製品やパワーコンディショナーなどの分野において一定の共通領域を有してい

ます。また、当社が本格的な対応に着手したばかりの車載事業において、長い実績と経験

を有しています。 

このため、同社とのパートナー支援関係の構築は、今後の事業展開における協業の検

討など、当社の競争力と企業価値の向上に資するものであり、当社による本第三者割当

増資の引受先として最適なパートナーであると考えております。 

本第三者割当増資は、大規模な第三者割当に該当し、相当程度の株式の希薄化が生じ

ますが、本第三者割当増資は、上記のとおり当社が直面している厳しい経営環境への迅

速な対応並びに当社の事業構造及びコスト構造の変革の推進を可能とすることにより、

当社の業績発展に大きく寄与するものであり、当社の株式価値の向上に資するものと判

断いたしております。 

 

（スポンサー契約の概要） 

2018 年 10 月 16 日に締結したスポンサー契約においては、当社及び割当予定先は以下

の内容について合意しています。 

   (1)   募集株式の種類 普通株式 

   (2)   払込金額の総額 金 3,000,000,000 円 

   (3)   割当先及び割当株式 第三者割当の方法により、全株式を割当予定先に割

り当てる。 

   (4)   払込期間 下記の臨時株主総会の翌日から 2019 年 1 月 25 日 

   (5)   その他 

� 2018 年 12 月に開催予定の臨時株主総会において本第三者割当増資に係る本

普通株式の発行その他これに関する議案が承認されることを停止条件とする。 

� 本第三者割当増資に必要となる全ての許認可等が取得されること（独占禁止

法及び国外の競争法に基づく手続の完了並びに金融商品取引法に基づく届出

の効力発生（発行登録書の効力発生及び発行登録追補書類の提出を含む。）を

含む。）を停止条件とする。 

       

また、スポンサー契約において、当社及び割当予定先は、以下の内容を割当予定先

による引受・払込の前提条件とすることを合意しております。 

� 当社が策定する事業再生計画案（本対象債権者からの金融支援をその内容に

含むものとする。）が、本対象債権者の同意により成立しており、その内容が

本第三者割当増資と矛盾しない内容であり、かつ、割当予定先がその内容につ

いて同意していること 

� 本対象債権者が、本事業再生計画案に基づき払込期日までに実行すべき事項

を全て実施済みであること 

� 当社の役員（取締役及び監査役をいい、以下、本「(1)本件第三者割当に至る

経緯」において同様とする。）及び当社取締役会長田淵暉久氏が保有する当社

の普通株式（但し、担保権の対象となっていないものに限る。）の全てを、払

込期日までに当社が無償取得していること 

� 割当予定先の払込を主たる実行前提条件として、割当予定先が同意する内容

で当社が当社の主要株主であるＴＤＫ株式会社（以下「ＴＤＫ」といいます。）



との間でＴＤＫが保有する当社普通株式を当社に無償譲渡する契約を、払込

期日までに締結していること 

� 割当予定先の合理的な判断に基づき、社会通念上相当な役職員の処遇と労働

協約の見直し（以下「本件見直し」といいます。）の実行が見込める状況にあ

ること 

 

また、当社は、割当予定先に対して、以下の事項を遵守することを誓約しています。 

� 当社は、払込期日の前後を問わず、本事業再生計画案に盛り込まれる構造改革

施策に着手し実行するよう最大限努力すること 

� 当社は、スポンサー契約締結後、直ちに本件見直しに着手し、以後スポンサー

契約の定めに従い定期的に、本件見直しの状況等について割当予定先に報告

すること 

� 当社は払込期日までに株主総会の招集手続を行い、割当予定先の指名する取

締役及び監査役の選任議案を提出して株主総会を開催し、同株主総会におい

て選任された取締役及び監査役が払込期日後速やかに就任するために必要な

手続を行うこと 

� 当社は、上記の株主総会の終結時点での役員をして、当該株主総会において選

任された取締役及び監査役の就任を停止条件とする役員の辞任届を提出させ、

かかる停止条件成就時をもって当該役員を辞任させること 

    

さらに、割当予定先は、当社に対して、以下の事項を遵守することを誓約していま

す。 

� 割当予定先は、当社との間で、スポンサー契約とは別途、割当予定先を貸付人

とし、当社を借入人として、本第三者割当増資が実行されるまでのつなぎ融資

として DIP ファイナンス契約（金銭消費貸借契約）の締結について、必要性、

相当性を検討・協議したうえで、締結するよう努力すること（なお、同契約を

締結する場合はその具体的な約定について別途協議するものとする。） 

 

（2） 本件第三者割当を選択した理由 

当社は、上記「（1）本件第三者割当に至る経緯」のとおり、2019 年 3 月期第 2 四半期

末において、単体で 3,801 百万円の債務超過（前事業年度末は 822 百万円の債務超過）

となり、この結果、金融機関と締結している一部の借入契約（2018 年 9 月 30 日現在借入

残高 3,117 百万円）について、同契約の財務制限条項に抵触、継続企業の前提に重要な

不確実性が存在する状況にあります。そのため、事業再生 ADR 手続において、事業再生

計画案を策定し、当社の信用補完及び財務基盤の強化を図っているところです。また、事

業再生 ADR 手続においては、同手続の対象債権者となる全お取引金融機関から事業再生

計画案の決議のための債権者会議の終了時までの一時停止に応じていただいており、ま

た、本事業再生計画案において対象債権者となる全お取引金融機関に対しては総額 49 億

4,776 万円もの多額の債務免除にご同意いただくことを要請しています。 

そのような中、本第三者割当増資の実施に当たって、スポンサー引受先として複数の

候補企業への打診及び交渉を行って参りましたが、唯一ダイヤモンド電機から具体的な

条件面の提示を頂き、本第三者割当増資の割当予定先として選定しました。 

本第三者割当増資の条件を協議する中で、ダイヤモンド電機からは、本第三者割当増

資の払込金額の総額は 30 億円とすること、本第三者割当増資によりダイヤモンド電機は

当社を子会社化すること、当社に対するデューディリジェンスの結果、1株当たりの払込



金額は 47 円以下とすることが相当であるとの条件が示されました。 

当社は債務超過という非常に厳しい経営状態にあり、ダイヤモンド電機からのスポン

サー支援をいただかない場合には当社の事業再生自体が困難となるおそれがあり、財務

内容の改善を図ることが急務となっている中において、速やかに本第三者割当増資によ

り割当予定先からの出資を受けることが不可欠であります。また、本第三者割当増資に

より割当予定先の子会社となり、その下で事業を継続していくことは、当社が直面して

いる厳しい経営環境への迅速な対応並びに当社の事業構造及びコスト構造の変革の推進

を可能にし、ひいては、当社の業績発展に大きく寄与するものであり、当社の株式価値の

向上に資するものと判断いたしております。 

 

なお、当社監査役 3 名（うち 2 名が社外監査役）からは、本第三者割当増資の適法性

並びに本第三者割当増資の必要性、発行条件及び発行数量等の合理性について、概要以

下の意見が示されています。 

上記払込金額による本第三者割当増資は、当社普通株式の時価や過去の株価の平均値

を前提とすると割当予定先に特に有利な金額による株式発行（会社法第 199 条第 3 項）

に該当すると判断される。また、本第三者割当増資が完了した場合、割当予定先の議決権

の所有割合は 66.90％となり、割当予定先は会社法第 206 条の 2 第 1 項に定める特定引

受人に該当する。しかるところ、本第三者割当増資の実施は、2018 年 12 月 18 日開催予

定の本臨時株主総会にて本第三者割当増資に係る議案について承認（特別決議）が得ら

れることを条件としており、かつ、本臨時株主総会による決議は、会社法第 206 条の 2第

4項の定める株主総会決議による承認を兼ねるものとされていることから、かかる本臨時

総会株主総会特別決議による承認が得られることを条件とする本第三者割当増資による

株式発行は適法であると判断される。 

当社は 2019 年 3 月期第 2四半期末において、単体で 3,801 百万円の債務超過の状況に

あり、そのため、産業競争力強化法に基づく特定認証紛争解決手続において、同手続の対

象債権者となる全取引金融機関から事業再生計画案の決議のための債権者会議の終了時

までの一時停止に応じてもらっており、また、事業再生計画案において対象債権者とな

る全取引金融機関に対して総額49億 4,776万円の債務免除に同意することを要請してい

る状況にある。このように当社の財務内容の改善を図ることが急務となっている中にお

いては、銀行借入や社債の発行は選択肢となり得ず、通常の公募及び株主割当等と比較

し、迅速かつ確実性が高い第三者割当増資の方法によって資本増強を行う必要性が認め

られる。 

また、本第三者割当増資の発行条件及び発行数量については、スポンサー引受先とし

て複数の候補企業への打診及び交渉を行ってきた中で、唯一割当予定先から具体的な条

件面の提示がなされたものであり、増資により当面の運転資金を確保することで事業を

継続し、当社が直面している厳しい経営環境への迅速な対応並びに当社の事業構造及び

コスト構造の変革を推進するとの目的のもと、割当予定先との継続的な協議及び交渉の

結果として定められたものである。このように決定された本第三者割当増資の発行条件

及び発行数量については、大規模な株式の希薄化及び有利発行を伴うものの、本第三者

割当増資を実行することにより、債務超過を解消し、上記の目的の達成を可能にするも

のであると考えられ、一定の合理性があると判断される。 

また、上記の払込金額についても当社が選定した、公認会計士法の規定に準じた特別

の利害関係がない第三者算定機関による株式価値算定書に記されているＤＣＦ法での算

定レンジ（0 円～169 円）に含まれることも勘案し、一定の合理性があると判断される。 

なお、2018 年 11 月 19 日付の当社取締役会決議において、当社社外取締役早野利人氏

の意見も当社取締役会の判断と異ならないことを確認しております。 

 

3. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 



（1） 調達する資金の額 

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

2,999,999,989 10,500,000 2,989,499,989 

（注）1． 発行諸費用の概算額に消費税は含まれておりません。 

2． 発行諸費用の概算額の内訳は登録免許税相当額です。 

 

（2） 調達する資金の使途 

資金使途 金額（百万円） 支出予定時期 

① 構造改革資金 1,300 2019年1月～2020年3月 

② 設備投資資金 850 2019年1月～2021年3月 

③ 運転資金 839.5 2019年1月～2019年3月 

（注）1． 調達資金を実際に支出するまでは、当社の銀行口座にて管理することといた

します。 

2． 上記の「支出予定時期」は、本第三者割当増資の払込みが 2019 年 1 月に実行

されることを前提としております。 

 

① 構造改革資金 

 当社は、2011 年の電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法（再生可能エネルギー特別措置法）の制定を契機とする太陽光発電に係る需要急増を

好機と捉え、2014 年までに急速な事業の拡大を達成いたしました。しかしながら、その

後、同法に基づく買取価格の低下や規制強化等の政策変更の影響もあって、国内市場の

大幅な縮小等の事業環境の大きな変動を受けることとなり、最近では、2期連続で大幅な

最終損失を計上するなど経営状況の低迷が続きました。 

このような状況を解消し、収益構造の改革と業績の回復を実現するために、国内外で

の収益性改善を図り、中長期的な成長に向けたキャッシュフローの確保を実現するべく、

本事業再生計画案において、以下の事業再構築のための施策を行うこととしています。 

（事業再構築のための施策（骨子）） 

 （1）事業ポートフォリオの見直し 

   エネルギー・ソリューション事業においては、海外市場から撤退し、ＯＥＭを

中心とした国内住宅市場、蓄電池ハイブリッド市場へシフト、パワーデバイス事

業においては、一部の不採算製品からの撤退により、「選択と集中」を図ります。 

 （2）固定費削減 

   事業ポートフォリオの見直しに伴う、業務の集約、効率化による人件費削減、

経費削減を行います。 

 （3）営業強化 

   事業ポートフォリオの見直しに伴い、エネルギー・ソリューション事業におい

ては国内 OEM 事業への開発・営業リソースの集中。パワーデバイス事業において

は、エアコン向けを中心とした既存顧客への営業強化、新規用途市場（車載用等）

への参入を図ります。 

 （4）事業スポンサーとの協業 

   エネルギー・ソリューション事業においては、パワーコンディショナーの拡販、

車載用アプリケーションの共同開発並びに販路拡大を目指します。 

これらの構造改革施策に要する費用として、本第三者割当増資の手取金の見込額のう



ち約 1,300 百万円の支出を見込んでおります。 

 

② 設備投資資金 

当社は、工場設備の更新投資に加えて、生産効率向上及び業務効率向上による収益性

改善のため田淵電子工業株式会社の FA 化（工場生産工程の自動化）、本社 ERP システム

（基幹業務システム）の導入等に設備投資を実施して参ります。この設備投資資金とし

て、本第三者割当増資の手取金の見込額のうち約850百万円の支出を見込んでおります。 

 

③ 運転資金 

当社は、上記の①構造改革資金及び②設備投資資金の他に、当面の運転資金として、本

第三者割当増資の手取金の見込額のうち約 839.5 百万円の支出を見込んでおります。 

 

4. 資金使途の合理性に関する考え方 

当社グループの業績は、前連結会計年度（2018 年 3 月期）において連結営業損失 4,361

百万円、連結経常損失 4,432 百万円、親会社株主に帰属する当期純損失 8,830 百万円、連結

貸借対照表の純資産の部は 1,277 百万円を計上し、当第 2四半期連結累計期間においても、

連結営業損失 1,023 百万円、連結経常損失 781 百万円、親会社株主に帰属する四半期純損

失 3,644 百万円となり、連結純資産の部は 2,546 百万円の債務超過となりました。また、同

期間の単体の損益の状況は、営業損失 1,023 百万円、経常損失 626 百万円、当期純損失 2,905

百万円を計上し、純資産の部は 3,801 百万円の債務超過（前事業年度末は 822 百万円の債

務超過）となっております。 

この結果、金融機関と締結している一部の借入契約（2018 年 9 月 30 日現在借入残高 3,117

百万円）について、同契約の財務制限条項に抵触しております。 

これらの状況により、重要な営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する四半期純損失

の計上、財務制限条項への抵触等といった状況に該当することから、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

このような状況下において、本第三者割当増資により調達する資金を、当社の構造改革資

金、設備投資資金及び運転資金に充当し、当社の信用補完及び財務基盤の安定化のために使

用することは、事業再生 ADR 手続の下で事業再生に取り組んでいる当社にとって、当社の財

務基盤を早期に健全化することに資することになり、ひいては当社の株主価値を高め、既存

株主をはじめとする一般投資家の利益にも資するものであると考えております。 

 

5. 発行条件等の合理性 

（1） 払込金額の算定根拠及びその具体的な内容 

本第三者割当による募集株式のうち普通株式の払込金額は、1 株につき 47 円であり、

本第三者割当に関する取締役会決議の直前営業日（2018 年 11 月 16 日）の株式会社東京

証券取引所における当社普通株式の終値（166 円）（以下「時価」といいます。）に対して

は 71.69％のディスカウントとなります。また、取締役会決議日の直前営業日までの 1ヶ

月間の終値の平均値 174.96 円に対して 73.14％のディスカウント、取締役会決議日の直

前営業日までの 3 ヶ月間の終値の平均値 170.14 円に対して 72.38％のディスカウント、

及び取締役会決議日の直前営業日までの 6 ヶ月間の終値の平均値 181.87 円に対して

74.16％のディスカウントとなっております。 

当社は、上記「2. 募集の目的及び理由 （1） 本件第三者割当に至る経緯」のとお

り、2019 年 3 月期第 2 四半期末において、単体で 3,801 百万円の債務超過（前事業年度

末は 822 百万円の債務超過）となり、この結果、金融機関と締結している一部の借入契

約（2018 年 9 月 30 日現在借入残高 3,117 百万円）について、同契約の財務制限条項に抵

触、継続企業の前提に重要な不確実性が存在する状況にあります。そのため、事業再生

ADR 手続において、事業再生計画案を策定し、当社の信用補完及び財務基盤の強化を図っ



ているところです。また、事業再生 ADR 手続においては、同手続の対象債権者となる全

お取引金融機関から事業再生計画案の決議のための債権者会議の終了時までの一時停止

に応じていただいています。 

そのような中、本第三者割当増資の実施に当たって、スポンサー引受先として複数の

候補企業への打診及び交渉を行って参りましたが、唯一ダイヤモンド電機から具体的な

条件面の提示を頂き、本第三者割当増資の割当予定先として選定しました。 

本第三者割当増資の条件を協議する中で、ダイヤモンド電機からは、本第三者割当増

資の払込金額の総額は 30 億円とすること、本第三者割当増資によりダイヤモンド電機は

当社を子会社化すること、当社に対するデューディリジェンスの結果、1株当たりの払込

金額は 47 円以下とすることが相当であるとの条件が示されました。 

この 1株当たりの払込金額 47 円という条件は、上記のとおり、当社普通株式の時価や

過去の株価の平均値に対して大幅なディスカウントとなるため、既存株主の皆様への影

響も大きくなることは十分に認識しており、当社としては当該金額を引き上げるよう割

当予定先に要請を行いました。 

一方で、当社は債務超過という非常に厳しい経営状態にあり、割当予定先からのスポ

ンサー支援をいただかない場合には当社の事業再生自体が困難となるおそれがあります。

事業の構造改革による収支改善のために財務内容の改善を図ることが急務となっている

中において、外部から当社に対して出資を頂くためには、事業再生計画案にご理解を頂

きつつ、時価よりも相当程度低い払込金額とせざるを得ない状況であります。この、時価

よりも相当程度低い払込金額は日本証券業協会の定める第三者割当の取扱いに関する指

針等に照らすと有利発行とせざるを得ないものの、当社としては事業再生計画案を履行

していくために必要となる金額を速やかに調達する必要があります。当社としては、割

当予定先以外に候補となり得る増資の引受先が存在せず、銀行借入や社債発行、公募増

資等の他の現実的かつ利用可能なより良い資金調達方法はないこと、割当予定先により

新株式の引受けがなされなければ債務超過の解消が困難であり、かつ事業の構造改革も

実行できずに厳しい収支が継続し、ひいては上場廃止となる懸念も否定できないこと、

増資により当面の運転資金を確保することで事業を継続することが可能となること、割

当予定先の子会社となることで当社の収益構造の改革と業績の回復を実現することが期

待できること、下記のとおり当社及び割当予定先から独立した第三者算定機関が当社の

将来の事業計画を踏まえて算定した当社の普通株式 1 株当たりの株式価値 0 円～169 円

の範囲内であること等を総合的に勘案した結果、当該払込金額による第三者割当増資の

実行には合理性があり、株主の皆様のご理解が得られるものと判断し、払込金額 1 株当

たり 47 円として第三者割当を行うことを決定いたしました。 

当該払込金額は、市場価格からかい離した価格となるため、当社は、割当予定先からの

提示価格の妥当性の判断の基準として参考とするため、当社及び割当予定先から独立し

た第三者算定機関である株式会社プルータス・コンサルティング（以下「プルータス・コ

ンサルティング」といいます。）に当社株式価値の算定を依頼し、2018 年 11 月 2 日付で

株式価値算定書を取得しております。 

プルータス・コンサルティングは、当社が提供したスタンドアローン・ベース（本第三

者割当増資の実行により事業の継続性が確保される前提で、割当予定先との事業シナジ

ーは織り込まない場合）の事業計画（（A）当社が単独で実施する構造改革を前提に、確実

性の高い営業施策のみを考慮した計画、及び（B）当該計画を基に当社単独の新規施策に

ついて追加的に考慮した事業計画）等に基づき、（ＤＣＦ法：割引率 9.654％）を採用し、

当社の普通株式 1 株当たりの株式価値を 0 円～169 円と算定しており、47 円の 1 株当た

り払込金額は当該範囲に含まれる金額となります（注）。 

当該算定書によれば、企業価値を評価するには、その企業の収益力を評価することが

原則であることから、まずは、将来の収益獲得能力を直接的に評価したうえで、固有の性

質を評価結果に反映するインカムアプローチを採用するものとされており、また、当該



アプローチの中でも、将来の収益力に基づき企業価値を評価する最も論理的な手法であ

り、かつ、最も広く利用されている評価手法であるＤＣＦ法を採用するものとされてお

ります。なお、当該事業計画においては、大幅な増減益を見込んでおりません。 

 （注）プルータス・コンサルティングは、株式価値の算定に際して使用した資料及び

情報が、正確かつ完全であることを前提としており、独自にそれらの正確性及

び完全性についての検証を行っておりません。また、当該株式価値算定は、当

社の将来の事業計画が最善の予測に基づき合理的に算定されたこと、及び、未

開示の重要事実並びに重大な影響を与える可能性がある偶発債務、簿外債務及

び訴訟等が存在していないことを前提としております。 

なお、本第三者割当による普通株式の発行は、事業再生 ADR 手続が成立する

ことを条件としております。また、当該払込金額は特に有利な金額となるため、

本第三者割当による新株式の発行については、本臨時株主総会の特別決議によ

る承認を得られることが条件となります。 

なお、上記の本株式価値算定書は 2018 年 11 月 2 日付で取得しているところ、これは

当初、2018 年 11 月 7 日付の本事業再生計画案の策定及び同日の事業再生 ADR 手続に基

づく債権者会議（第 2回債権者会議（続会））に先立ち、本第三者割当増資の発行数及び

払込金額等の詳細の合意することを目指して割当予定先との協議を進めてまいりました

ことから、それに先立つ 11 月 2 日付での本株式価値算定書を取得したものです。当社と

いたしましては、本株式価値算定書は当社が作成した 2023 年 3 月期までの事業計画を前

提条件としてＤＣＦ法を採用して算定されており、当該事業計画の内容に本日時点まで

の変更はないこと、及び、その後の当社の経営状態や株価の推移等を踏まえて、上記の本

株式価値算定書の日付以降本日までにその結論に重要な影響を及ぼす事象は生じておら

ず、その結論は本日時点でも妥当とするものであると考えております。 

上記払込金額による本第三者割当増資の実行は、会社法第 199 条第 3 項及び日本証券

業協会が「第三者割当増資等の取扱いに関する指針」において定める特に有利な金額に

よる発行に該当するとの判断から、当社は、2018 年 12 月 18 日開催予定の本臨時株主総

会において、株主の皆様から特別決議による承認をいただけることを条件に、払込金額

を 47 円として、本第三者割当増資を行うことといたしました。 

なお、当社監査役 3 名（うち 2 名が社外監査役）が表明した、本第三者割当増資の適

法性に関する意見については、上記「2. 募集の目的及び理由 （2） 本件第三者割当

を選択した理由」をご参照ください。 

 

（2） 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当増資により、割当予定先に対して割り当てる株式数は 63,829,787 株、当

該株式数に係る議決権数は 638,297 個であり、2018 年 9 月 30 日現在の当社の発行済株

式総数 40,502,649 株に係る議決権の数（404,031 個）の 157.98％（小数第三位四捨五入）

となり、既存株主の皆様に対して 25％以上となる希薄化が生じることが見込まれます。 

しかし、本第三者割当増資により調達する資金は、前述のとおり構造改革資金、設備投

資資金及び運転資金に充当する予定であるところ、事業再生 ADR 手続の下で事業再生に

取り組んでいる当社にとって、当社の財務基盤を早期に健全化することに資することに

なり、ひいては当社の株式価値を高め、既存株主をはじめとする一般投資家の利益にも

資するものであると考えております。 

確かに、本第三者割当増資によって当社株式が希薄化され、一時的には既存株主の負

担が生じることは避けられないところです。しかし、事業再生 ADR 手続においては、同

手続の対象債権者となる全お取引金融機関から事業再生計画案の決議のための債権者会

議の終了時までの一時停止に応じていただいており、また、本事業再生計画案において

対象債権者となる全お取引金融機関に対しては総額49億 4,776万円もの多額の債務免除

にご同意いただくことを要請しているところですので、本第三者割当増資による当社株



式の希薄化率に鑑みると、既存株主の被る一時的な負担は合理的な限度を超えるもので

はないと考えております。 

したがって、本第三者割当増資における新株式の発行数量及び本第三者割当増資によ

る当社株式の希薄化の規模は、十分な必要性と合理性があるものと判断いたしました。 

但し、本第三者割当増資は、上記のとおり既存株主の皆様に対して 25％以上となる大

規模な希薄化を生じさせることを内容としているため、本臨時株主総会において、本第

三者割当増資の規模を含めた発行条件について、既存株主の皆様に特別決議によるご承

認をいただくことを実行の条件としております。 

 

6. 割当予定先の選定理由等 

（1） 割当予定先の概要 

① 名 称 ダイヤモンド電機株式会社 

② 所 在 地 大阪市淀川区塚本一丁目15番27号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長CEO 小野 有理 

④ 主 な 事 業 内 容 自動車機器、電子機器の製造・販売 

⑤ 資 本 金 2,190,000,000円 

⑥ 設 立 年 月 日 1940年6月17日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 3,659,760株 

⑧ 事 業 年 度 の 末 日 3月31日 

⑨ 従 業 員 数 2,203名（連結） 

⑩ 主 要 取 引 先 

株式会社LIXILグループ、株式会社SUBARU、クライスラー社、グ
ローリー株式会社、株式会社コロナ、スズキ株式会社、ゼネラ
ルモーターズ社、ダイキン工業株式会社、ダイハツ工業株式会
社、ダイムラー社、東芝キヤリア株式会社、トヨタ自動車株式
会社、株式会社トヨトミ、株式会社ノーリツ、フォード社、マ
ックス株式会社、マツダ株式会社、三菱自動車工業株式会社、
三菱重工業株式会社 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 
三井住友銀行、りそな銀行、鳥取銀行、三菱UFJ銀行、日本政策
投資銀行 

⑫ 大株主及び持株比率 ダイヤモンドエレクトリックホールディングス株式会社 100％ 

⑬ 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当社製品の売上等の取引があります。 

関連当事者への 
該 当 状 況 

該当事項はありません。 

 

⑭ 最近3年間の経営成績及び財政状態（連結） 

 事  業  年  度 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 

純 資 産  7,238百万円  7,868百万円  7,390百万円 

総 資 産  31,500百万円  34,591百万円  34,783百万円 

 1株当たり純資産額   1,558.13円  1,730.99円  2,016.34円 



 売 上 高  59,208百万円  58,151百万円  57,996百万円 

 営 業 利 益  2,357百万円  2,291百万円  2,439百万円 

 経 常 利 益  2,219百万円  2,212百万円  2,313百万円 

 当 期 純 利 益  △1,381百万円  731百万円  1,019百万円 

 1株当たり当期純利益  △398.30円  203.22円  282.58円 

 
1株当たり配当金 

（ 普 通 株 式 ） 
 5.00円  -  25.00円 

（注）1． 資本金、従業員数は、2018 年 3 月 31 日現在におけるものです。また、大株

主及び持株比率は 2018 年 10 月 1 日現在におけるものです。 

2． ダイヤモンド電機株式会社は、2017 年 10 月 1 日付で普通株式 5 株につき 1

株の割合で株式併合、2018 年 4 月 1 日付で普通株式 1株につき 2株の割合で

株式分割をそれぞれ行っております。発行済株式総数は 2018 年 4 月 1 日現

在におけるものです。2016 年 3 月期の期首に当該株式併合及び株式分割が行

われたと仮定し、1 株当たり純資産額及び 1 株当たり当期純利益を算定して

おります。 

3． 割当予定先は、2018 年 9 月 26 日まで東京証券取引所市場第二部に上場して

おりましたが、同社の単独株式移転により同年 10 月 1 日付でダイヤモンドエ

レクトリックホールディングス株式会社の完全子会社となりました。当社は、

割当予定先が同年 7 月 6 日に同取引所に提出したコーポレート・ガバナンス

に関する報告書及び同社の完全親会社となったダイヤモンドエレクトリック

ホールディングス株式会社が同年 10 月 1 日に同取引所に提出したコーポレ

ート・ガバナンスに関する報告書に記載されている反社会的勢力排除に向け

た基本的な考え方及びその整備状況を同取引所のホームページにて確認しま

した。また、スポンサー契約において、割当予定先は、当社に対して、割当

予定先が反社会的勢力ではなく、反社会的勢力となんらの協力、資金及び取

引関係を有しないことを表明し、かつ、保証しております。以上により、当

社は、割当予定先並びにその役員及び主要株主が反社会的勢力とは一切関係

がないと判断し、これに係る確認書を東京証券取引所に提出しております。 

 

（2） 割当予定先を選定した理由 

上記「2. 募集の目的及び理由 （1） 本件第三者割当に至る経緯」に記載のとおり

当社グループの業績は、前連結会計年度（2018 年 3 月期）において連結営業損失 4,361

百万円、連結経常損失 4,432 百万円、親会社株主に帰属する当期純損失 8,830 百万円、

連結貸借対照表の純資産の部は 1,277 百万円を計上し、当第 2 四半期連結累計期間にお

いても、連結営業損失 1,023 百万円、連結経常損失 781 百万円、親会社株主に帰属する

四半期純損失 3,644 百万円となり、連結純資産の部は 2,546 百万円の債務超過となりま

した。また、同期間の単体の損益の状況は、営業損失 1,023 百万円、経常損失 626 百万

円、当期純損失 2,905 百万円を計上し、純資産の部は 3,801 百万円の債務超過（前事業

年度末は 822 百万円の債務超過）となっております。 

この結果、金融機関と締結している一部の借入契約（2018 年 9 月 30 日現在借入残高

3,117 百万円）について、同契約の財務制限条項に抵触し、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような状況が存在しております。 

このような状況の中、事業構造を抜本的に見直し、事業再生に向けた収益体質の強化

と財務体質の改善を早急に図るべく、当社並びに子会社である田淵電子工業株式会社及

びテクノ電気工業株式会社は、2018 年 6 月 25 日付「事業再生 ADR 手続の正式申込及び受

理に関するお知らせ」にて公表しておりますとおり、同日、事業再生 ADR 手続の取扱事



業者である事業再生実務家協会に対し、事業再生 ADR 手続利用についての正式な申込を

行い、同日受理されると共に全お取引金融機関に対して「一時停止の通知書」を送付しま

した。 

その後、7月 4日には、事業再生 ADR 手続の対象債権者となる全お取引金融機関の出席

の下、同手続に基づく事業再生計画案の概要説明のための債権者会議（第 1 回債権者会

議）を開催し、全お取引金融機関から「一時停止の通知書」について同意（追認）を得る

と共に一時停止の期間を事業再生計画案の決議のための債権者会議の終了時（会議が延

期・続行された場合には、延期・続行された期日を含みます。）まで延長することにつき

ご了承を頂きました。さらに、主要取引金融機関からの資金調達（DIP ファイナンス）に

ついて、当該借入を行うこと、当該借入に係る債権について優先弁済権を付与すること

等についても全お取引金融機関からご了承を頂いております。 

加えて、2018 年 8 月 6 日に第 2 回債権者会議を、9 月 7 日に同会議の続会を開催し、

現時点での事業再生計画案の策定には、今暫くの時間を要する見込みである等の状況報

告を行うと共に事業再生計画案の協議を継続して参りました。 

そのような中、事業再生計画案の策定にあたって、当社の信用補完及び財務基盤の強

化を図り、当社事業を再生するにはスポンサーの支援を受けることが必要不可欠である

と考え、当社グループ全体の事業とシナジーが見込める事業会社 30 社程度及びファンド

10 社程度に対してスポンサー支援を打診しました。かかるスポンサー探索の結果、一次

的な意向表明に至った会社は、僅かに数社でした。そのうち、デューディリジェンスに進

んだのは、事業会社 2 社のみであり、スポンサー支援に係る最終的な意向表明を示した

のは、ダイヤモンド電機のみとなりました。そして、9 月 25 日に、ダイヤモンド電機と

スポンサー支援に関する合意書を締結し、スポンサー支援に係る具体的な条件面につい

て、本格的な交渉を開始しました。その中で、ダイヤモンド電機からは、当社グループ全

体としての事業価値を超える金融債務の放棄のほか、スポンサー支援の前提として、本

第三者割当増資については、当社の議決権の過半数を取得すること、及び、当社の経営状

況及び財務状況を踏まえた相当な発行価格によることを求められました。上記のとおり

当社の事業再生にはスポンサーによる支援が不可欠である状況を前提としつつも、事業

再生 ADR 手続における公平性及び公正性を確保し、かつ当社の全てのステークホルダー

にとって最善の事業再生計画とすることを目指し、ダイヤモンド電機の提案について同

社及び関係当事者との協議を重ねました。 

以上の交渉を経て、当社は、10 月 16 日にダイヤモンド電機と本第三者割当増資を内容

とするスポンサー支援に関する契約を締結し、同日開催した当社取締役会において割当

予定先及び発行予定額を決議しました。その際、本第三者割当増資の発行数及び 1 株当

たりの払込金額等の詳細は、別途、当社及び割当予定先で合意の上、当社取締役会におい

て決議することとしておりました。 

その後、当社と同時に事業再生 ADR 手続利用を申し込み、事業再生実務家協会に受理

されていた当社の完全子会社であるテクノ電気工業株式会社については、2018 年 11 月 6

日付「連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ」にて公表のとおり、ダイヤモン

ド電機による本第三者割当増資の実行前に TCN を当社連結グループから除外すべく当社

が保有するTCNの全株式をTCNの代表取締役である米倉陸夫氏に譲渡することを決議し、

米倉氏と株式譲渡契約を締結いたしました。これを受けて、TCN は、2018 年 11 月 6 日付

で同社の全ての対象債権者との合意により事業再生 ADR 手続を終了させることといたし

ました。 

さらに、当社は、ダイヤモンド電機と事業再生計画案についても継続協議を行ってま

いりましたが、2018 年 11 月 7 日付「「事業再生計画案」策定、事業再生 ADR 手続に基づ

く債権者会議（第 2 回債権者会議（続会））の開催並びに今後の予定に関するお知らせ」

にて公表しておりますとおり、同日、事業再生計画案に関して同社との合意に至り、同日

開催の事業再生計画案の協議のための債権者会議（第 2 回債権者会議）続会におきまし



て、対象債権者に対して本事業再生計画案の具体的な内容について説明いたしました。

本事業再生計画案につきましては、今後対象債権者にご検討いただき、2018 年 12 月 7 日

開催予定の本事業再生計画案の決議のための債権者会議（第 3 回債権者会議）続会にお

いて、対象債権者の合意による成立を目指してまいります。 

そして、2018 年 11 月 19 日、当社及びダイヤモンド電機は、未定となっておりました

本第三者割当増資の発行数及び 1 株当たりの払込金額等の詳細について合意し、当社取

締役会において本第三者割当増資の実施について決議いたしました。なお、本第三者割

当増資については、2018 年 12 月 7 日開催予定の事業再生 ADR 手続第 3 回債権者会議に

おいて、本事業再生計画案が本対象債権者の合意により成立すること、及び、2018 年 12

月 18 日に開催予定の本臨時株主総会にて本第三者割当増資に係る議案について承認（特

別決議）が得られることを条件とする予定です。なお、本臨時株主総会による決議は、会

社法第 206 条の 2第 4項の定める株主総会決議による承認を兼ねるものであります。 

上記のとおり、当社は非常に厳しい経営状況及び財務状況にあるため、財務内容の改

善を図ることが急務となっておりますが、このような当社の状況に鑑み、銀行借入や社

債の発行は選択肢となり得ず、資本増強を伴う資金調達を行うことといたしました。ま

た、通常の公募及び株主割当等と比較し、迅速かつ確実性が高い第三者割当増資の方法

によることが当社にとって最適な資金調達方法であると判断しております。 

スポンサー引受先の選定にあたっては、上記のとおり、複数の候補企業への打診及び

交渉を行って参りましたが、ダイヤモンド電機は自動車機器、電子機器の製造・販売を主

な事業内容としており、同社の技術基盤は、当社と同じくエレクトロマグネティクス技

術やパワーエレクトロニクス技術を踏まえたものであり、その製品群については、当社

とコイル製品やパワーコンディショナーなどの分野において一定の共通領域を有してい

ます。また、当社が本格的な対応に着手したばかりの車載事業において、長い実績と経験

を有しています。 

このため、同社とのパートナー支援関係の構築は、今後の事業展開における協業の検

討など、当社の競争力と企業価値の向上に資するものであり、当社による本第三者割当

増資の引受先として最適なパートナーであると考えております。 

本第三者割当増資は、大規模な第三者割当に該当し、相当程度の株式の希薄化が生じ

ますが、本第三者割当増資は、上記のとおり当社が直面している厳しい経営環境への迅

速な対応並びに当社の事業構造及びコスト構造の変革の推進を可能とすることにより、

当社の業績発展に大きく寄与するものであり、当社の株式価値の向上に資するものと判

断いたしております。 

 

（3） 割当予定先の保有方針 

割当予定先は本第三者割当増資により当社を子会社とし、中長期的な視点から当社株

式を保有し続ける意向であることを確認しております。 

なお、当社は、割当予定先から、本第三者割当増資の払込期日から 2 年以内に普通株

式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面により報告すること、

当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）

に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつ

き、確約書を取得する予定です。 

 

（4） 割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当予定先の直近の有価証券報告書（2018 年 6 月 25 日提出）及び割当予定先の親会社

であるダイヤモンドエレクトリックホールディングス株式会社が 2018 年 11 月 9 日付で

公表した「上場廃止となった子会社（ダイヤモンド電機株式会社）に関する決算開示につ

いて」に記載の売上高、総資産額、純資産額、現預金等の状況を確認した結果、本第三者

割当増資の払込みの確実性について特段問題がないものと判断しております。 



 

7. 募集後の大株主及び持株比率（％） 

募集前（2018 年 9 月 30 日現在） 募集後 

ＴＤＫ株式会社 19.80 ダイヤモンド電機株式会社 66.90 

美登里株式会社 6.99 美登里株式会社 2.96 

株式会社みずほ銀行 4.66 株式会社みずほ銀行 1.97 

田 淵 暉 久 3.01 株式会社錢高組 0.94 

株式会社錢高組 2.23 田 淵 暉 久 0.85 

ミヨシ電子株式会社 1.57 ミヨシ電子株式会社 0.67 

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 1.55 伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 0.66 

株式会社三井住友銀行 1.49 株式会社三井住友銀行 0.63 

日本生命保険相互会社 1.46 日本生命保険相互会社 0.62 

ＪＦＥスチール株式会社 1.42 ＪＦＥスチール株式会社 0.60 

（注） 1 募集前の大株主及び持株比率は、2018 年 9 月 30 日現在の株主名簿を基準とし

て記載しています。なお、同日現在、当社は自己株式を 85,136 株所有していま

す。 

2 募集前及び募集後の大株主及び持株比率は、小数点第 3 位を四捨五入しており

ます。 

3 スポンサー契約において、ＴＤＫが保有する当社の普通株式の全て（8,000,000

株）並びに当社の役員が保有する当社の普通株式の全て及び当社取締役会長田

淵暉久氏が保有する当社の普通株式（但し、担保権の対象となっていないもの

に限る。）の全て（役員持株会名義で保有し無償譲渡が可能な 6,000 株を含む、

合計 816,872 株）を、払込期日までに当社が無償取得していることが本第三者

割当増資の実行の前提条件とされており、上記は、当該無償取得が実行された

ことを前提としています。 

 

8. 今後の見通し 

本第三者割当増資によって調達する資金は、当社の構造改革資金、設備投資資金及び運転

資金に充当する予定ですが、当社の業績に与える具体的な影響については精査中です。今後、

業績への具体的な影響額が明らかになった場合には速やかに開示いたします。 

本第三者割当増資については、2018 年 12 月 7 日開催予定の事業再生 ADR 手続の第 3回債

権者会議において、本事業再生計画案が本対象債権者の合意により成立すること、及び、

2018 年 12 月 18 日開催予定の本臨時株主総会にて本第三者割当増資に係る議案について承

認（特別決議）が得られることを条件としております。なお、本臨時株主総会による決議は、

会社法第 206 条の 2第 4項の定める株主総会決議による承認を兼ねるものであります。 

 

9. 企業行動規範上の手続に関する事項 

本第三者割当増資は、希薄化率が 25％以上となり、また、今回の新株発行が完了した場

合に割当予定先が有することとなる議決権の割合は 66.90％となり、同社は当社の親会社と

なる予定であるため、本第三者割当増資は大規模な第三者割当に該当することから、東京証

券取引所有価証券上場規程第 432 条に定める独立した第三者からの意見入手又は株主の意

思確認手続のいずれかを要することとなります。このため、2018 年 12 月 18 日開催予定の

本臨時株主総会において株主の皆様の意思を確認させていただくことを予定しております。 

なお、スポンサー契約において、ＴＤＫが保有する当社の普通株式の全て（8,000,000 株）

並びに当社の役員が保有する当社の普通株式の全て及び当社取締役会長田淵暉久氏が保有

する当社の普通株式（但し、担保権の対象となっていないものに限る。）の全て（役員持株

会名義で保有し無償譲渡が可能な 6,000 株を含む、合計 816,872 株）を、払込期日までに当



社が無償取得していることが本第三者割当増資の実行の前提条件とされているため、上記

の割当予定先が有することとなる議決権の割合は、当該無償取得が実行されたことを前提

とした数値であります。 

さらに、会社法第 206 条の 2第 4項は、特定引受人による募集株式の引受けについて、総

株主の議決権の 10 分の 1以上の議決権を有する株主による反対通知がなされた場合に、株

主総会による承認が必要である旨を規定しておりますが、当社は、本第三者割当増資の重要

性に鑑み、当該反対通知の有無にかかわらず、本第三者割当増資に係る募集株式引受契約に

ついて株主の皆様にご承認を得ることが適切と判断し、本臨時株主総会の議案として上程

することといたしました。 

 

10. 最近 3年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（1） 最近 3年間の業績（連結） 

 2016 年 3 月期 2017 年 3 月期 2018 年 3 月期 

売上高 39,103 百万円 26,156 百万円 26,417 百万円 

営業利益又は営業損失

（△） 

4,916 百万円 △3,333 百万円 △4,361 百万円 

経常利益又は経常損失

（△） 

4,704 百万円 △3,415 百万円 △4,432 百万円 

親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主

に 

帰属する当期純損失（△） 

3,181 百万円 △5,782 百万円 △8,830 百万円 

1 株当たり当期純利益又は

当期純損失（△） 

78.72 円 △143.07 円 △218.48 円 

1 株当たり配当金 16.00 円 8.00 円 -円 

1 株当たり純資産 404.86 円 245.08 円 31.61 円 

 

（2） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（2018 年 9 月 30 日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率

（％） 

発行済株式数 40,502,649 株 100 

現時点の行使価額における 

潜在株式数 
- - 

下限値の転換価額（行使価額）

における潜在株式数 
- - 

上限値の転換価額（行使価額）

における潜在株式数 
- - 

 

 

（3） 最近の株価の状況 

① 最近 3年間の状況 

 2016 年 3 月期 2017 年 3 月期 2018 年 3 月期 

始値 1,372 円 524 円 339 円 

高値 1,414 円 535 円 414 円 

安値 397 円 302 円 255 円 

終値 527 円 337 円 275 円 

 



② 最近 6ヶ月間の状況 

 2018 年 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 

始値 285 円 241 円 112 円 158 円 158 円 237 円 

高値 305 円 314 円 175 円 175 円 318 円 259 円 

安値 257 円 110 円 112 円 129 円 133 円 155 円 

終値 257 円 113 円 156 円 158 円 238 円 166 円 

 

③ 本発行登録書提出日前営業日における株価 

 2018 年 11 月 16 日 

始値 170 円 

高値 178 円 

安値 166 円 

終値 166 円 

 

（4） 最近 3年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

11. 発行要項 

（1） 募集株式の数 普通株式 63,829,787 株 

（2） 払込金額 1 株につき 47 

（3） 払込金額の総額 2,999,999,989 円 

（4） 増加する資本金 

及び資本準備金の額 

増加する資本金の額   1,500,000,000 円 

増加する資本準備金の額 1,499,999,989 円 

（5） 募集方法 第三者割当の方法により、全株式を割当予定先に割り

当てる 

（6） 申込期日 2018 年 11 月 19 日 

（7） 払込期間 本臨時株主総会の翌日から 2019 年 1 月 25 日 

（8） 割当予定先及び 

割当株式数 

ダイヤモンド電機株式会社 

 63,829,787 株 

（9） その他 2018 年 12 月 7 日開催予定の事業再生 ADR 手続の第 3

回債権者会議において、本事業再生計画案が本対象債

権者の合意により成立すること、及び、2018 年 12 月

18 日開催予定の本臨時株主総会にて本第三者割当増

資に係る議案について承認（特別決議）が得られるこ

とを条件としております。なお、本臨時株主総会によ

る決議は、会社法第 206 条の 2第 4項の定める株主総

会決議による承認を兼ねるものであります。 

 

 

II. 主要株主、主要株主である筆頭株主及び親会社の異動 

 

1. 異動が生じる経緯 

 本第三者割当増資により、主要株主、主要株主である筆頭株主及び親会社に異動が生じる

見込みです。具体的には、割当予定先であるダイヤモンド電機株式会社が新たに当社の主要

株主、主要株主である筆頭株主及び親会社となる予定です。なお、2018 年 11 月 7 日付「Ｔ

ＤＫ株式会社及び田淵電機株式会社の資本業務提携の解消及び主要株主である筆頭株主の

異動に関するお知らせ」にて公表しておりますとおり、当社の主要株主、主要株主である筆



頭株主であるＴＤＫは、本第三者割当増資の実行及び本事業再生計画案が本対象債権者の

合意により成立すること等の条件が充足された場合には、その保有する株式のすべてを当

社に対して無償で譲渡することに合意しており、その場合には、ＴＤＫは当社の主要株主、

主要株主である筆頭株主ではなくなる予定です。 

 

2. 異動する株主の概要 

（1）新たに主要株主、主要株主である筆頭株主及び親会社に該当することとなる予定の株

主 

名称： ダイヤモンド電機株式会社 

同社の概要につきましては、上記「Ⅰ．第三者割当による新株の発行 6．（1）割当予定先

の概要」をご参照ください。 

 

（2）主要株主である筆頭株主に該当しないこととなる予定の株主 

名称： ＴＤＫ株式会社 

同社の概要につきましては、2018 年 11 月 7 日付「ＴＤＫ株式会社及び田淵電機株式会社の

資本業務提携の解消及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」をご参照くだ

さい。 

 

3. 異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の

数に対する割合 

（1） ダイヤモンド電機株式会社 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2018 年 9 月 30

日現在） 

－ 
0 個 

（0.00％） 

0 個 

（0.00％） 

0 個 

（0.00％） 

異動後 

親会社及び主

要株主である

筆頭株主 

638,297 個 

（66.90％） 

0 個 

（0.00％） 

638,297 個 

（66.90％） 

 

（2） ＴＤＫ株式会社 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の

数に対する割合 
大株主順位 

異動前 

（2018 年 9 月 30 日現

在） 

80,000 個 

（8,000,000 株） 
19.80％ 第 1 位 

異動後 
0 個 

（0株） 
0.00％ － 

（注）  1 異動前の議決権の数及び総株主の議決権の数に対する割合は、2018 年 9 月 30

日現在の株主名簿を基準として記載しています。 

2 異動後の議決権の数及び総株主の議決権の数に対する割合は、本第三者割当後

に保有する議決権の数を、2018年 9月 30日現在の総株主の議決権の数（404,031

個）に本第三者割当により新たに発行される株式数に係る議決権数（638,297 個）

を加えた上で、スポンサー契約において、ＴＤＫが保有する当社の普通株式の

全て（8,000,000 株）並びに当社の役員が保有する当社の普通株式の全て及び



当社取締役会長田淵暉久氏が保有する当社の普通株式（但し、担保権の対象と

なっていないものに限る。）の全て（役員持株会名義で保有し無償譲渡が可能な

6,000 株を含む、合計 816,872 株）を、払込期日までに当社が無償取得してい

ることが本第三者割当増資の実行の前提条件とされていることから、当該無償

取得が実行されたことを前提として算出しています。 

 

4. 異動予定年月日 

未定 

（注）本第三者割当増資の払込期間は 2018 年 12 月 18 日開催予定の本臨時株主総会の翌

日から 2019 年 1 月 25 日です。 

 

5. 今後の見通し 

上記「I. 第三者割当による新株式の発行について 8. 今後の見通し」をご参照ください。 

 

以 上 

 


